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「１相開放故障事象に対する国内原子力発電所の対応」の状況報告 

令和２年５月２８日 
原 子 力 規 制 庁 

1. はじめに 

米国で発生した１相開放故障（以下「OPC」という。）事象（別紙１参照）を受け、原子力
規制庁では規制対応が必要な技術情報として技術情報検討会で検討を行ってきている（別

紙２参照）。平成 26年には、原子力規制委員会にて、設置許可基準規則解釈（実用炉、研
開炉、再処理）及び技術基準規則解釈（実用炉、研開炉）の一部改正「外部電源に直接接

続している変圧器の１次側において３相のうちの１相の電路の開放が生じた場合にあって

は、安全施設への電力の供給が不安定になったことを検知し、故障箇所の隔離又は非常

用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作による対策を含む。）を

行うことによって、安全施設への電力の供給が停止することがないように、電力供給の安

定性を回復できること」が了承され、即日施行された。 
しかし、上記解釈の一部改正当時は、国内原子力発電所の設備だけでは OPCを自動

検知することが困難であるため、電源系統設備の巡回点検等によりOPCを検知することと
し、OPC 自動検知技術の開発動向をフォローすることとした。検知が難しいのは、通常運
転中の原子力発電所の非常用母線）にほとんど負荷がなく、変圧器高圧側（外部電源側）

でOPCが起こってもその電流変動が微小であるためである。なお、再処理施設の場合は、
通常運転中であっても非常用母線にある程度の負荷があるため、既設設備でもOPC検知
が可能であるとされている。このたび、国内原子力発電事業者から、OPC自動検知技術の
開発が進み、発電所毎の OPC追加対応方針と OPC追加対策工程が示された（別添１参
照）。 
以下に、国内対応状況ならび OPC 対応で先行する米国状況について報告し、今後の

予定（案）を示す。 

2. 国内対応状況 
(1)  国内原子力発電事業者による OPC検知システム開発状況 

2017 年度に、電力中央研究所の模擬電力系統を用いて、国内製造者が開発した３種
類の OPC 自動検知システムの検証試験が行われ、全 128 ケースで検知率 100%である
ことが確認された。いずれの検知システムも、光変流器もしくは鉄心形変流器ならびにデジ

タルリレーを用いて、３相の電流、電圧を監視し、欠相で生じる変動を検知するものである

（別添１参考資料）。ただし、実プラント適用時には変圧器や負荷の構成や外部電源系統の

条件が異なるので、特に、誤検知を防ぐために、検知器動作しきい値や時限設定等を個別

に調整する必要がある。 
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(2)  国内原子力発電事業者の OPC対応方針 

各事業者は、原子力発電所の非常用母線に給電する変圧器を対象に、OPC 自動検
知システムを設置し、中央制御室でOPC警報を確認できるようにする方針である。ただし、
以下の変圧器は対象から除外できる可能性がある。 

 既存設備・検出器で OPC検出可能な変圧器 
 上流の変圧器との接続に架線設備を含まない変圧器 
 通常運転状態では常時複数回線から受電している変圧器 

OPC 警報を受けた場合、運転員が異常状態を確認した後、故障箇所を手動隔離（変
圧器高圧側の受電遮断器を手動開放）する。ただし、冷却材喪失事故信号等が発信してい

る場合は、異常状態確認を行わずに手動隔離する。隔離操作に要する時間は 1 分未満で
ある。事業者は OPC 警報発信時の運転員操作手順を策定し、訓練も行う。なお、手動隔
離を採用した理由は、OPC は発生していないが OPC 発生と誤検知する頻度が、OPC 実
発生頻度より十分低いことが実証されていないことと、手動隔離操作が単純なためである。 

(3)  国内原子力発電事業者の OPC検知システム導入計画 

2019 年度から代表プラント（高浜原子力発電所）において、現地調査や設計検討が行
われ、2020 年度に検知システムの据付け工事を行い、年度末に運用開始を計画している。
その他プラントにおいても、再稼働時期や関連機器の点検等に伴い変更の可能性がある

が、OPC 追加対策工程が示された（別添１参照）。なお、四国電力と中部電力の原子力発
電所では、非常用母線に給電する変圧器は常時複数回線から受電しており、それら複数

回線で同時に OPCが発生する可能性が低く、OPC追加対策は不要としている。 

3. 米国 OPC対応状況 

米国では、原子力産業協会（NEI）が自主的な対応方針を示した OPC イニシアチブiを

発行し（2013年）、それに沿った取り組みが進められている。NRCは、2015年に原子力発
電所の安全解析書標準審査プランに関するブランチ技術ポジション（BTP）「電源系統の
OPC」を、2017 年に「事業者が OPC イニシアチブに沿って課題解決する」ことを検査する
ための暫定検査要領を発行した。2018 年から順次、OPC 対応プラントの検査報告書を発
行している（別紙２参照）。 
しかしながら、2019年に入り NEIは、「OPC自動検知を行えば、故障箇所の自動隔離

（受電遮断器自動開放）を行わずとも炉心損傷頻度等のリスクが著しく低減することを示す

ことも OPC対応策となり得る。」という注意書きを OPC イニシアチブに追加し NRC と議論
している。先行導入プラントで OPC 誤検知が少なくなかったことが背景にあり、リスク評価
を行い、手動隔離を採用検討しているプラントが増加している。なお、米国では OPC 検出

                                                   
i 安全上重要な機能が OPCで影響を受けないことを示す、もしくは OPCを検知し、その故障個所を隔離で
きるようプラント改造することを目的とした取り組み。 
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器として、変流器を用いた電流検出型以外に、電圧不均衡検出型、EPRI 方式及びハイブ
リッド型が用いられている。 

4. 今後の予定（案） 

以上のことから、今後、以下を実施する予定である。 

① 国内事業者と公開会合の場で議論を行い、原子力発電所毎の OPC対応設備
の基本設計情報及びその据付け・運用計画と、据付け・運用に関わる課題とそ

の対策案について、より詳細に把握する。 
② その議論をもとに、OPC自動検知を目的とした設備対応等の規制要求化に関

する方針を検討し、改めて規制委員会に諮る。 
 
 
添付資料一覧 
別紙１ 米国１相開放故障（OPC）事象概要 
別紙２ １相開放故障（OPC）事象対応経緯 
別添１ 被規制者との面談記録（令和元年 11月 14日）資料１「１相開放故障事象（OPC）

に対する原子力発電所の対応について」 
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 別紙１ 

 
 

1 

米国１相開放故障（ＯＰＣ）事象概要 

 2012-01-30、米国バイロン 2号機（PWR、定格運転中） 

o OPC：3相で供給される交流電力のうちの 1相または 2相が断線等により開放すること

で正常な電力供給ができなくなる故障 

 
 外部電源回路破損状況[1] 碍子破損[2] 

 

 開閉所設備 

o OPCは気中架線設備で発生するとされ、ガス絶縁開閉装置（GIS）により電路が保

護されている箇所では発生しにくい（国内原子力発電所では OPC発生経験はな

い）。また、GIS 内で電路が切れた場合は地絡となり警報が発信される。 

 

 
 気中架線設備[3] GIS設備[3] 
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 事象経緯 

 
バイロン 2号機単結線図[2] 

① 起動変圧器（SAT）1次側の外部電源回路

にて、C相絶縁ブッシング破損により、3相

で供給される交流電力の内 1相が断線

（開放）する OPCが発生。 

② 6.9 kV常用母線電圧低下によって、「一次

冷却材ポンプ（RCP）電源電圧低」信号に

より原子炉自動トリップ。当時、RCP (B)と

(C)は SATから受電。 

③ 原子炉トリップ後、所内変圧器（UAT）から

受電していた RCP (A)と(D)は SATに自

動切替え。 

④ C 相喪失により A /B相の電流増加で、

RCP (A)と(D)は過電流保護によりトリッ

プ。これにより、RCP全台トリップ。 

⑤ 2系統の非常用母線は、SATからの給電

が継続されたため、いくつかの工学的安全

施設（ESF）機器は過電流によりトリップ。 

⑥ 原子炉トリップから 8分後、運転員が

OPCに気づき SAT受電遮断器を手動開

放。 

⑦ 非常用母線の低電圧信号により、非常用

DGが自動起動。電源回復。 

 

 参考 

 第 2回合同審査会（平成 26年 8月 1日）、資料 8「電源系統の設計脆弱性」に関す

る対応状況（報告）、https://www.nsr.go.jp/data/000048252.pdf 

 NRC ADMS公開図書、Byron Station Single Phase Failure, 

https://www.nrc.gov/docs/ML1208/ML120810365.pdf 

 被規制者等との面談記録、一相開放故障事象に対する原子力発電所の対応につい

て（平成 31年 04月 15日）, 資料 1, http://www2.nsr.go.jp/data/000267905.pdf 
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 別紙２ 

 

１相開放故障（ＯＰＣ）事象対応経緯 

年月日 原子力規制庁対応 米国 NRC／産業界対応 

2012-01-30  バイロン 2号機で、OPC事象が発生 

2012-03-01  IN2012-03「電源系統の設計脆弱性」が発行 

2012-07-27  BL2012-01「電源系統の設計における脆弱性」が発行 

2013-02-26  BL2012-01の指導に対する事業者回答のサマリーが発行 

2013-06-27  NRC、NEI及び産業界の代表による１回目の公開会合 

2013-09-09 第 4回技術情報検討会にて、本件を「要対応技術情報」と位置づけ  

2013-10-09  NEIが OPCイニシアティブ（*）を公表 

2013-10-24 
原子力規制委員会より、指示文書「BL2012-01に対する報告の指示につい

て」を発出（電力各社） 

（*）安全上重要な機能がOPCで影響を受けないことを示す、もしくはOPCを検知

し、その故障個所を隔離できるようプラント改造することを目的とした取り組み。 

2013-11-01  NRC、NEI及び産業界の代表による２回目の公開会合 

2013-12-20  BL2012-01の事業者回答に関する追加情報を要求 

2013-12-24 上記指示文書に対する電力各社報告書を受領  

2014-03-12  規制情報会議（RIC）2014にて議題となる 

2014-05-12 
炉安審・燃安審に、本件を含めた「規制対応が必要と判定された案件」の対

応状況を報告 
 

2014-06-04 
原子力規制委員会にて、設置許可基準及び技術基準等の解釈を改正する

ことをパブリックコメントにかけることを決定 
 

2014-07-09 
原子力規制委員会にて、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則の解釈の一部改正等を規定、即日施行 
 

2014-08-01 炉安審・燃安審に、本件対応状況を報告  

2015-07  
原子力発電所の安全解析書標準審査プラン（NUREG-800）の「8章電源系

統」に対する BTP8-9「電源系統の OPC」が発行 

2015-11-16 第 17回技術情報検討会にて、「OPC対応状況」が報告される  

2017-10-25 第 28回技術情報検討会にて、「OPC対応状況」が報告される  

2017-10-31  
暫定検査要領 2515/194「BL2012-01に関する産業界イニシアティブの事

業者実施状況の検査」が発行 

2018  上記検査要領に沿った原子力発電所検査報告書が順次発行 

2019-04  NEIが NEI19-02「リスク情報を活用した OPC対応評価ガイダンス」を発行 

2019-05  NEIが OPCイニシアティブ R.3 ドラフト発行（#） 

2019-06-19 第 37回技術情報検討会にて、「OPC対応状況」が報告される （#）「OPC自動検知を行えば、故障箇所の自動隔離（変圧器高圧側の受電遮

断器を自動開放）を行わずとも炉心損傷頻度等のリスクが著しく低減することを

示すことも OPC対応策となり得る。」が追加された。 

2019-07-05 炉安審・燃安審に「OPC対応状況」を報告 

2020-02-26 第 40回技術情報検討会にて、OPC対応の今後の方針案が議論される 
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１相開放故障事象（OPC）に対する 
原子力発電所の対応について 

北海道電力株式会社、東北電力株式会社、 

東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社、中部電力株式会社、 

北陸電力株式会社、関西電力株式会社、 

中国電力株式会社、四国電力株式会社、 

九州電力株式会社、日本原子力発電株式会社、 

電源開発株式会社 

2019年11月14日 
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１ 
1.海外におけるOPCの動向 

受け止め）  
• NEIは自動インターロックを導入しない場合（手動）に、リスク評価の対象プラントとしている。当
該評価について、内容が妥当かどうかを監査していることから、NRC側は自動インターロックが無い
場合についての是非について検討している段階であると考えられる。 

（１）海外動向について 

7/16に米国での公開会議があった。内容概要は以下のとおり。 

• NEIが出したホワイトペーパーのプロセスに沿ってリスク評価を実施するプラントに対し、NRC側のニーズよ

り監査を実施することとなった。 

• 監査の目的は、ホワイトペーパーに記載されている手法が具体的にどのように実施されているかを確認す

るもの。（リスク評価のPRAモデル等を具体的に確認する） 

 事業者のPRAモデルの変更内容 

 トレーニングの実施状況 

 OPC対応を記載した要領書 

 NEIが予定している評価内容 

• 対象2プラントが実施予定。（Ginna、NineMile）7月会議時点では9月に実施予定と連絡。 
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三菱電機製品概要 

２．国内のOPC自動検知システムの検証計画（１/６） ２ 

（１）目的 
OPC検知システムは開発検証が完了し、今後はプラント個別に所内回路を模擬したシミュレーションで整定値の検
討を実施することで計画している。 
 但し、米国での誤検知等の状況を踏まえ、実プラントでのフィールド試験を行い、そこで新たな知見が得られる場

合は、OPC検知システムへフィードバックさせることが、より確実なOPS検知システムを構築するうえで望ましいこと
から、現地検証を行う。 

（２）検証内容概要 
①対象回路 ：発電所 変圧器 
②導入機器 ：OPCリレー盤(保護リレー、光変換器)、光CT、記録用デバイス 
③システム  ：既設警報回路への組込みは行わず、スタンドアローンのシステムとする 
            (但し、直流電源の引込み、GIS信号取込み等の改造は発生) 
④検証内容 ：通常プラント操作、欠相以外の事故、外的要因(振動、外部ノイズ)によりリレーが 
                   不要動作しないこと(整定値の妥当性)を確認する(次頁参照) 
                   ➢リレー動作した場合は、保護リレーが記録した動作時の波形データ、プラント運転状態から 
                      要因を特定 
⑤実施期間 ：以下2ケースのいずれかで対応 
                   ・最長 プラント起動～停止の運転1サイクル 
                   ・最短 OPCシステム導入後の現地試験にて完結 
           ➢不要動作有無を確認する上では、運転1サイクルの中で試運転することが望ましい。 
            （なお、製品性能の確認は現地試験で完結するため、1サイクルの期間は必須でない） 
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三菱電機製品概要 

２．国内のOPC自動検知システムの検証計画（２/６） ３ 

（４）補足 
フィールド試験では、保護リレー動作時の要因特定のためプラント運転状態のデータを用いる必要がある。 
➢補機運転状態や電源構成等の各種必要なパラメータについては、ユーザー側（電力）より情報提示する。 

（３）確認項目 

No. 項目 内容 
確認時期 

備考 
運転中 現地試験 

1 
補機起動・停止動作時におけ
るOPCリレー動作有無確認 

通常、待機状態にある予変に対して、現在停
止中の高浜1/2号機のいづれかの母線を利用
し、補機の起動・停止操作を実施し、OPCリ
レー不要動作有無を確認 

○ ○ 

実施方法・時期はユーザ
側（電力）との調整結
果による 

2 
動変励磁突入電流流入時の
OPCリレー不要動作有無確
認 

現在停止中の高浜1/2号機のいづれかの母線
を利用し、無電圧の動変に電圧印加し、励磁
突入電流を発生させ、OPCリレー不要動作有
無を確認 

○ ○ 

3 
落雷時の再閉路によるOPC動
作有無確認 

落雷による再開路を模擬した瞬時遮断器開閉
操作を実施し、OPCリレー動作有無を確認 

－ ○ 

4 
その他電気事故の影響による
OPCリレー動作有無確認 

予変受電時における短絡、地絡等電気事故の
影響でOPCリレーが不要動作しないかを確認 

※ － 
※：電気事故は偶発的
な自然現象のため意図
的な模擬・確認は不可 
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日立製品概要 

２．国内のOPC自動検知システムの検証計画（３/６） ４ 

（１）目的 
• ＯＰＣ発生時に、確実に検知できることを確認する。（期間内に発生した場合） 
• 系統擾乱発生時等、ＯＰＣ以外の事象で本機器が誤動作しないことを確認する。 
• 設計時の想定条件と実機適用時の条件（想定外を含む）による本機器への影響有無を確認する。 
• その他、初期不良の有無等、機器の不具合発生状況をモニタリングし、本運用前に改善を図る。 

 
（２）検証内容概要 

• 試験期間は、季節による系統条件の変動、季節要因事象の検証、屋外機器に対する環境条件の影響 
• 評価を考慮して、最低１年間を前提とする。 
• 対象プラントは、系統条件や環境条件が各プラントで異なり、この間の試験結果をもとに、運用前の改善を

図ることを本試験の目的としていることから、メーカとしては全プラント対象を基本とする。 

図１ 回路構成 

通常の警報発信とするか、仮設レコーダなどでの監視
するかは、検証プラントの電力と調整して決定する。 

OPCリレー 
（１） 

OPC発生
警報 

光ﾌｧｲﾊﾞ 
電流ｾﾝｻ 

光変換装置 
信号処理装

置他 

欠相 
検知盤 
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日立製品概要 

２．国内のOPC自動検知システムの検証計画（４/６） ５ 

（３）確認項目 

項目 内容 

リレー 
健全性確認  
 

 ＯＰＣ検知システムには複数の誤動作防止ロジックを組み込んでおり、基本的には系統の

過渡的事象によって影響を受けることは無いが、本ロジックがいかなる条件においても適切に動

作し、誤動作しないことを確認するため、以下の試験を実施する。 

 【検証項目】 

 （短期試験） 

 ①励磁突入電流による影響評価のため、変圧器遮断器の開閉を実施 

 ②開閉ｻｰｼﾞによる影響評価のため、系統側の遮断器及び断路器の開閉を実施 
 ③負荷変動による影響評価のため、大型電動機の始動、負荷遮断を実施 

 （長期試験） 

 ①系統の静電容量等による影響評価のため、環境条件の季節変動等考慮し、 

   １年以上設置運用する。 

 ②プラント通常運転時における負荷変動による影響評価のため、 

   定検間隔以上の期間（約１年）設置運用する。 

  

誤動作した際は、原因を検討したうえで、改善案を検討・整定値の見直し等を実施する。 

光変換装置から
のデータの分析 
 

本試験期間中に光変換装置からのデータを収集し、内部の各リレー要素の動作を検証する。

ロジックを見直すことで、更なる誤動作の防止と精度の向上を見込むことが可能であれば、改

善案を検討し、ロジックや整定値の見直し等を実施する。 
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東芝製品概要 

２．国内のOPC自動検知システムの検証計画（５/６） ６ 

（１）目的 
• ＯＰＣ検知システムの開発検証は完了し、今後の実機導入における各プラント個別検討は解析および工

場試験により検討・確認を行う。ただし、検知対象として新規性があるＯＰＣを扱うことから、電源系統で生
じる想定事象によるシステムへの影響をフィールドレベルで検証する。 

（２）検証内容概要 

• 電源系統の運用時には、以下に示すような電気的な過渡事象が想定されることから、ＯＰＣ検知システ
ムはこれら事象による不要動作を防止する構成としている。そのフィールドレベルでの確認として、システムを
実際に導入したうえで一定期間の試運用により不要動作が生じないことを確認する。 

①想定事象 
• 落雷 
• 送電系統または発電所構内の地絡、短絡事故 
• 系統変動（電圧変動、周波数変動、高調波） 
• 変圧器受電時（励磁突入電流） 
• 開閉サージ 
• 負荷電動機始動、停止時（始動電流） 
• 周囲設備からの誘導ノイズ             など 

②試運用期間 

上記の想定事象がプラント運用、系統側電力潮流および季節変動に起因する部分もあることを考慮し、
試運用期間はプラント運転期間１サイクル分を目安として、電力側との協議により決定する。 
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東芝製品概要 

２．国内のOPC自動検知システムの検証計画（６/６） ７ 

（３）確認項目 
• ①想定事象のうち、人為的に再現可能な、変圧器受電時、線路遮断器開閉時および電動機始動・停

止時の影響に関し、試験による確認についても実施する。 

No. 試験項目 内容 

1 変圧器受電時の不要動作確認 
検知対象変圧器に運転電圧を印加し、通常運用時の
変圧器受電時に発生する励磁突入電流に対し、ＯＰ
Ｃ検知リレーが不要動作しないことを確認する。 

2 
遮断器開閉サージによる不要動
作確認 

送電線事故時の再閉路による開閉サージを想定し、遮
断器を開閉し、不要動作しないことを確認する。 

3 
電動機始動・停止時の 
不要動作確認 

検知対象変圧器から二次側母線へ給電している状況
で、当該母線に接続される電動機を始動・停止させ、そ
の際の電流変動に対して、ＯＰＣ検知リレーが不要動
作しないことを確認する。 
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８ ３.ＯＰＣ追加対策工程概要（１／２） 

Ｐ電力工程概要（注） 

（注）工程は現状予定であり、再稼働時期や関連機器の点検等に伴い変更可能性あり 

電力 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

北海道電力

関西電力

四国電力

九州電力

日本原電

2023年度 2024年度
2019年度

（平成31年度)
2020年度 2021年度 2022年度

凡例

高浜Ｐ／Ｓ 共用号機 予備変圧器

大飯Ｐ／Ｓ 共用号機 予備変圧器（№１）

美浜Ｐ／Ｓ 共用号機 予備変圧器

泊共用 後備変圧器 ※

泊１・２号機共用 予備変圧器

美浜Ｐ／Ｓ ３号機 №２起動変圧器

：現地工事着手 ：設置完了（試運用の開始）

※ 後備変圧器の設置時にOPC設備対策を実施する。

敦賀Ｐ／Ｓ ２号機 後備変圧器

敦賀Ｐ／Ｓ ２号機 予備変圧器

玄海３／４号機共用 予備変圧器

既存設備で対応可能であり、追加対策なし

：契約上の工程
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９ ３.ＯＰＣ追加対策工程概要（２／２） 

Ｂ電力工程概要（注） 

（注）工程は現状予定であり、再稼働時期や関連機器の点検等に伴い変更可能性あり 

電力 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

東北電力

東京電力
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

中部電力

北陸電力

中国電力

日本原電

電源開発

2019年度
（平成31年度)

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

凡例

柏崎刈羽Ｐ／Ｓ 共用号機 予備変圧器

大間Ｐ／Ｓ 予備変圧器

（建設中に実施）

：現地工事着手 ：設置完了（試運用の開始）

志賀Ｐ／Ｓ ２号予備電源変圧器

女川Ｐ／Ｓ 共用号機 予備変圧器

：契約上の工程

既存設備で対応可能であり、追加対策なし

東海第二Ｐ／Ｓ 予備変圧器

島根Ｐ／Ｓ 共用号機 第２予備変圧器

島根Ｐ／Ｓ 共用号機 予備変圧器
島根Ｐ／Ｓ ３号機

補助変圧器 ※

※ 2025年度着工予定
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以下参考資料 
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【欠相検知システム概要】 
＜検知方法＞ 
 本システムは、変圧器高圧側電流及び対称成分の大きさから欠相を検知。 
＜機器構成＞ 
 検出器：変圧器励磁電流(約0.1A)を測定可能な光CTを採用。 
 検知器：光信号を入力可能なデジタルリレーを採用 
＜発信信号＞ 
 検出器からの信号を検知器に入力し、検知器から欠相検知・警報信号等を発信。 

（１）三菱電機製品概要 

【検知器構成】 

変圧器 

送電線 

6.6kV所内母線 

 警報発信  

①検出器 
(光CT) 

光ケーブル 

②検知器 
（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘﾚｰ） 

VT 

③欠相検知盤 

2300 

①検出器(光CT(1相分)) 

②検知器(デジタルリレー) 

315 

266 

参考）国内のOPC自動検知システムについて（１/３） 
参考１ 

③欠相検知盤 

（2019年5月29日面談資料より抜粋） 
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（２）日立製品概要 

【欠相検知システム概要】 
＜検知方法＞ 
 本システムは、変圧器高圧側電流、所内側電圧の３相偏差およびその挙動変化から欠相を検知する。 
＜機器構成＞ 
 検出器：変圧器励磁電流(約50mA以上)を計測可能。 
      主機の改造無く取付可能なケーブル型光電流センサを使用。 
      同径にてセンサ部多重化対応可能。 
 検知器：事象判定ロジックを装荷したディジタルリレーを使用。 
＜発信信号＞ 
 検出器からの信号を欠相検知盤に入力し、欠相検知盤から欠相検知・警報信号等を発信。 

【検知器構成】 

変圧器 

送電線 

6.9kV 
所内母線 

 警報発信  

①検出器 
(ケーブル型光電流センサ) 

光ケーブル 

VT 

②欠相検知盤 

②欠相検知ラック（試作品） 
   （W700×H2200×D1000） 

信号処理 
装置 

検知器 
（ディジタルリレー） 

クロージャ 

（取付例:３相分） 

①検出器 
 (ケーブル型光電流センサ,Φ18mm) 

位相補正信号 
VT 

参考１ 
参考）国内のOPC自動検知システムについて（2/３） 

（2019年5月29日面談資料より抜粋） 
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（３）東芝製品概要 

（１）検知方法 

システム概略図 

（２）検知システム構成 

３相の電圧、電流を監視し、欠相した相で生じる電圧または電流変動により欠相を検知する。 
 

鉄心形変流器 
外観例 

欠相検知盤 

参考）国内のOPC自動検知システムについて（３/３） 

 変流器 

 欠相検知盤 

検知対象変圧器が無負荷時などの微小電流においても、

鉄心形変流器を用いて欠相検知が可能。 

そのため、既設変流器の特性や設置位置等の条件によって

は、既設変流器を使用できる可能性がある。 

開閉所の系統保護盤等で使用実績があるデジタルリレーを

搭載。 

欠相検知時には、盤面や中操への警報信号を出力する。 

参考１ 
（2019年5月29日面談資料より抜粋） 
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参考）OPC検知時の自動隔離有無（自動／手動）による運転操作の差異 

（手動の場合） （自動の場合） 

参考２ 

①：OPC検知器による検知 

②：遮断器の自動開放 
（給電中変圧器の受電遮断器開放） 

④：待機系変圧器の受電遮断器投入 

⑤－ａ 
待機系変圧器にて受電 

待機系
変圧器
投入 

⑤－ｂ 
 非常用D/Gにて受電 

③－１： 
UV信号発信 

・待機変圧器が無い 
・待機変圧器が故障 
  ・受電失敗 

受電成功 

①：OPC検知器による検知 

②：運転員による手動操作（１操作） 
（給電中変圧器の受電遮断器開放） 

⑤－ａ 
待機系変圧器にて受電 

待機系
変圧器
投入 

⑤－ｂ 
非常用D/Gにて受電 

受電成功 

警報発信 インターロック信号出力 

【自動／手動の差異】 

●手動の場合は、 
 OPC検知器動作 
  ＋その他状況確認 
により、運転員がOPCを判
断し中央からの１操作で受
電遮断器を開放する。 
 
●自動の場合は、 
 OPC検知器動作 
により、受電遮断器が自動
開放する。 
 
以降の処理は両方とも 
同様に自動処理となる。 

凡例 

自動処理・信号 

手動処理・信号 

③－２： 
非常用D/G自動起動 

④：待機系変圧器の受電遮断器投入 

③－１： 
UV信号発信 

③－２： 
非常用D/G自動起動 

・待機変圧器が無い 
・待機変圧器が故障 
  ・受電失敗 

（2019年5月29日面談資料より抜粋） 
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１相開放故障に対する対応方針まとめ 

○対策の目的 
・１相開放故障の検知を運転員による目視点検等による運用としている変圧器を対象に、OPC自動検知システ
ムを設置する。 

○対象変圧器 
・非常用高圧母線に給電可能な変圧器のうち１相開放故障を人的運用によって検知する必要がある変圧器を
対象とする。具体的には、以下の対象を除く変圧器。 

 【対策不要な対象】 
 通常運転状態において既存の設備・検知器で検知可能な変圧器 

 （例：低電圧リレー、中性点過電流リレー、CT断線検出回路等で検知可能） 
 上流の変圧器との接続に架線設備を含まない変圧器 

 （例：接続がIPB構成、OFケーブル、金属筐体に覆われたケーブル等で構成されており、一相開放 
        故障発生時に地絡警報等により、検知可能。 ） 
 通常運転状態において常時複数回線から受電している変圧器 

○運用方法 
・OPC自動検知システムは運転員に対する警報発信用として使用する。 
（設置許可基準規則（第３３条保安電源）への適合性でこれまで説明してきたとおり、１相開放故障検知後
は運転員による容易な中央操作で電源系の切替が可能。システムは、１相開放故障に対する運転員の初動信
頼性を高める用途に使用する。） 

○システム仕様 
  ・多重化構成は必須とはしない。 
・設置対象の変圧器と同等の耐震性・信頼性を確保する。 

○現行の技術基準における位置付け 
 ・OPC自動検知システムは、人的運用の信頼性を向上するものとして導入することとし、事業者として現在の技
術基準解釈の中で計画的に取り組んでいく。 

参考）国内電力の対応方針のまとめ（2019年4月15日面談時資料から抜粋） 参考３ 
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参考）対策対象変圧器の選定フロー（2018年10月30日面談時資料から抜粋） 

対策要 

【NO】：既存設備で検知が不能。 

①通常運転状態におい
て既存の設備・検知器で
検知可能か？ 

【YES】：通常運転時は、常時２回線から受電している。 

【NO】：単回線受電構成、もしくは複数回線のうち１回線で受電する運用 

【YES】： 27リレー、中性点過電流リレー、CT断線検出回路等で検知可能
。 

【YES】：上流に変圧器があり、当該変圧器との接続はIPB構成、OF
ケーブル、金属筐体に覆われたケーブル等で構成されている。 

【NO】：変圧器と直接続する架線設備がある。 

②上流の変圧器との
接続に架線設備を含
まない変圧器か？ 

③通常運転状態におい
て常時複数回線から受
電しているか？ 

安全系を受電する変圧器 

対策不要 

参考４ 
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